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第６節 堺市二次医療圏              

第１項 堺市二次医療圏の状況                  

１．人口 
（１）人口等の状況 

  ○堺市二次医療圏は、１市から構成され、総人口は 826,161 人、高齢化率は 28.9％です。 

図表 9-6-1 市町村別人口（2020 年） 図表 9-6-2 市町村別高齢化率（2020 年） 

  

 

（２）将来人口推計 

○人口は 2015年をピークに減少傾向であると推計されています。 

○高齢化率は 2015 年の 26.9％から 2050 年には 37.7％に上昇すると推計されています。 
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図表 9-6-3 将来人口と高齢化率の推計 

出典 

2020 年以前：総務省「国勢調査」 

2025 年以降：国立社会保障・人口問題研
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○要介護認定者は増加傾向であり、2026 年度の 40,016 人から、2040 年度には 40,898

人まで増加すると推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．医療施設等の状況 
（１）病院 

【病院数】 

○一般病院は 40 施設、精神科病院は 4 施設となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 9-6-4 要支援・要介護認定者の将来推計 

出典 大阪府高齢者計画 2024 

図表 9-6-5 主な医療施設の状況（2026 年 7 月時点） 
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【病床利用率】 

○病床利用率は、2020年以降、新型コロナウイルス感染症による影響で減少し、その後は増

加傾向にあります。一般病床は以前と同水準までは回復しつつありますが、療養病床は以前

よりも低い水準にあります。 
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【凡例】 

（公的医療機関等） 
□：公立病院経営強化プラン策定対象病院 
○：それ以外の公的病院 

（がん診療拠点病院） 
□：地域がん診療連携拠点病院（国指定） 
○：大阪府がん診療拠点病院（府指定） 

（周産期母子医療センター） 
□：総合周産期母子医療センター 
○：地域周産期母子医療センター 

（小児中核病院・小児地域医療センター） 
□：小児中核病院 
○：小児地域医療センター 
 

※1社会医療法人開設病院には、社会医療法人の認定に 

かかる業務実績基準を満たす病院のみを記載。 
※2感染症指定医療機関には、第一種・第二種協定指定 

医療機関は含まない。 

図表 9-6-6 病床の種類別にみた病床利用率注１ 

注 1 病床利用率：新型コロナウイルス感染症（感染症法上の新型インフルエンザ等感染症に該当）の患者は、感染

症病床に入院させるべき患者であったことから（2023 年５月７日まで）、感染症病床以外の病床に入院してい

たとしても「感染症病床」の患者として計上し、病床利用率が算出されています。 

出典 厚生労働省「病院報告」 
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【入院基本料別病床数】 

○一般病床・療養病床の入院基本料別の病床数をみると、急性期一般入院料１～３が●床と最

も多くなっています。（Ｐ：今後数値を更新） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平均在院日数】 

○一般病床の平均在院日数注１は、2016 年以降、増加傾向にありましたが、新型コロナウイル

ス感染症の国内での流行後となる 2020 年に一時的に増加し、その後、一般病床は以前の

水準に戻っており、療養病床は減少傾向にあります。 
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図表 9-6-7 一般病床・療養病床の入院基本料別病床数（2022 年度） 

今後更新 

注 1 平均在院日数：「年間在院患者延数」/「（年間新入院患者数＋年間新退院患者数）/２」により算出されていま
す。なお、新型コロナウイルス感染症（感染症法上の新型インフルエンザ等感染症に該当）の患者は、感染症
病床に入院させるべき患者であったことから（2023 年５月７日まで）、感染症病床以外の病床に入院していた
としても「感染症病床」の患者として計上し、平均在院日数が算出されています。 

図表 9-6-8 病床の種類別にみた平均在院日数 

一般病床と療養病床を合わせた病床 



 

 

 

 

 

（２）一般診療所 

○一般診療所は 744施設、歯科診療所は 475施設あります。また、堺市重度障害者歯科診療

所において、重度障がい者のための歯科診療が提供されています。 

有床診療所は●施設（全体の●％）、総病床数は●床となっており、有床診療所数は減少傾向

にあります。（Ｐ：今後数値を更新） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）在宅医療提供体制・介護保険施設 

【連携の拠点】 

○在宅医療に必要な連携を担う拠点（連携の拠点）は次のとおりです。 
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療養病床

 対象地域 法人・団体名称 

1 堺市 堺市医師会 

図表 9-6-9 診療所の状況 

今後更新 

図表 9-6-10 一般診療所病床数 

図表 9-6-12 連携の拠点 

出典 厚生労働省「病院報告」 

今後更新 



 

 

  【積極的医療機関】 

○「主な在宅医療資源の状況」は図 9-6-13のとおりです。在宅医療において積極的役割を担

う医療機関（積極的医療機関）は、43 施設となっており、大阪府ホームページで一覧を掲

載しています。 
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（
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） 

（
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対
） 

（
人
口
１０
万
人
対
） 

（
人
口
１０
万
人
対
） 

（
人
口
１０
万
人
対
） 

堺区 5 3.4 31 20.8 6 4.0 18 12.1 25 16.8 46 30.9 43 28.9 0  0 

中区 5 4.2 9 7.5 5 4.2 10 8.4 13 10.9 34 28.5 33 27.6 1  0.84 

東区 1 1.2 11 13.0 2 2.4 13 15.4 12 14.2 14 16.5 23 27.2 0  0 

西区 5 3.7 13 9.7 1 0.7 8 6.0 13 9.7 45 33.6 33 24.7 3  2.2 

南区 1 0.7 22 16.4 2 1.5 18 13.4 17 12.7 28 20.9 30 22.4 1  0.75 

北区 4 2.5 16 10.1 0 0 12 7.6  13 8.2 40 25.2 39 24.6 0  0 

美原区 1 2.7 1 2.7 0 0 0 0 1 2.7 6 16.3 10 27.1 0  0 

合計 22 2.7 103 12.6 16 2.0 79 9.7 94 11.5 213 26.1  211 25.8 5 0.61 

大阪府 280 3.2 1,070 12.2 250 2.8 773 8.8 882 10.0 2,289 26.1 1,916 21.8 73 0.83 

今後更新 
図表 9-6-13 主な在宅医療資源の状況 

出典 近畿厚生局「施設基準届出（2023年４月１日現在）」 

（※１については厚生労働省「2020 年医療施設調査」、※２については大阪府「保健医療企画課調べ」） 

「人口 10 万人対」算出に用いた人口は、大阪府総務部「大阪府の推計人口（2022 年 10 月１日現在）」 
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2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024

医師数 人口10万人対
人 人口10万人対

年

医療保険 介護保険 その他

特別養護
老人ホーム

44施設
3,236人定員

介護保険施設
65施設

5,079人定員

介護老人
保健施設

20施設
1,795人定員

介護医療院
1施設

48人定員

主な地域密着型
サービス
85施設

1,668人定員

地域密着型
養護老人ホーム

12施設
327人定員

認知症高齢者
グループホーム

73施設
1,341人定員

有料老人ホーム
185施設

7,776人定員

養護老人ホーム
2施設

190人定員

軽費老人ホーム
11施設

515人定員

サービス
付き

高齢者向け
住宅

95施設
3,544人定員

DPC
9施設 2,599床

精神病床

6施設
2,422床

結核病床

1施設
50床

感染症病床

1施設
7床

有床診療所
療養

1施設
8床

堺市

専門病院
0施設 0床

救命救急
1施設 33床

特定集中治療室
4施設 36床

新生児
特定集中治療室

2施設 15床

新生児
治療回復室

1施設 8床

総合周産期特定集中治療室
母体・胎児 1施設 6床
新生児 0施設 0床

脳卒中ケアユニット
3施設 23床

ハイケアユニット
7施設 77床

急性期一般
21施設 3,122床

小児
特定集中治療室

0施設 0床

特定機能病院
0施設 0床

小児
入院医療管理料

2施設 53床

緩和ケア病棟
5施設 101床

地域一般・
一般病棟特別

5施設 213床

障害者施設
11施設 701床

特殊疾患
0施設 0床

回復期
リハビリテーション

12施設 950床

地域包括ケア病棟
（入院料）

9施設 432床

地域包括医療
病棟入院料
2施設 116床

療養病棟
20施設 3,001床

有床診療所
一般

14施設 126床

一般病床
44施設 5,364床

療養病床
22施設 3,657床

【介護保険施設等】 

○介護保険施設（指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護医療院）は 65 施設、定

員数 5,079 人、有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅の合計値は 280 施設、定

員数 11,320 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）医師数 

○2024 年の届出医師数は 2,017 人で、2022 年に比べ 38 人（1.8％）の減少となってい

ます。2004 年以降、増加傾向にありますが、近年は横ばいから減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 9-6-14 医師数 

出典 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 

注：「人口 10万人対」算出に用いた人口は、大阪総

務部「大阪府の推計人口（2024年 11月 1 日現在）」 

出典 「医療保険」：一般病床、療養病床、有床診療所は 2025 年度病床機能報告（2025 年７月１日時点）、DPCは 2024 年度 

DPC導入の影響評価に係る調査「退院患者調査」、入院基本料等は 2025年度病院プラン（2025 年７月１日 

時点）、精神病床・結核病床・感染症病床は大阪府健康医療部調べ（2026年２月 29日時点） 

   「介護保険」・「その他」：大阪府福祉部調べ（2026 年４月１日時点）、ただし、認知症高齢者グループホーム定員数及びサービ

ス付き高齢者向け住宅の施設数は 2026 年３月 31 日時点） 

図表 9-6-11 診療報酬における機能に応じた病床の分類と介護保険施設等の状況 
今後更新 



 

 

○また、診療科によって医師の増減が異なっています。届出医師数の推移を診療科別にみると、

内科において、2024年の届出医師数は 451人と、2008 年の 476人と比較して 25 人

（5.3％）の減少となっています。外科ではその他の診療科と比較して消化器外科数の増加

がなく横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

図表 9-6-15 診療科毎の医師数の推移（2008 年を 1.0 とした場合） 

内科系 外科系 

出典 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 

※複数の診療科に従事している場合の主として従事する 

診療科と、１診療科のみに従事している場合の診療科。 

 

消化器外科：外科、気管食道外科、消化器外科、肛門外科 

 産婦人科：産婦人科、産科、婦人科 
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（５）患者の流出入状況 

【外来患者の流出入の状況】 

○外来患者の圏域外への患者流出割合は 10.8％から 24.6％となっています。 

 

 

 

 

【入院患者の流出入の状況】 

○入院患者の圏域外への患者流出割合は 16.5％から 45.1％となっています。 
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図表 9-6-19 入院患者の「流入－流出」【件数】 
（圏域に所在する医療機関の入院レセプト件数 

－圏域に住所を有する患者の入院レセプト件数） 

図表 9-6-18 入院患者の流出【割合】 
（患者の入院先医療機関の所在地） 

図表 9-6-16 外来患者の流出【割合】 
（患者の通院先医療機関所在地※） 

図表 9-6-17 外来患者の「流入－流出」【件数】 
（圏域に所在する医療機関の外来レセプト件数 

－圏域に住所を有する患者の外来レセプト件数） 

出典 厚生労働省「データブック」（2024年度診療分） 
※在宅医療については患者に医療を提供する医療機関の所在地 

出典 厚生労働省「データブック」（2024年度診療分） 
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（６）2040年の医療需要の見込み 

【医療需要の見込み】 

○疾患別にみると、「がん」については、2040 年の入院医療需要は 2025 年と比較して、

1.01 倍と横ばいで推移することが見込まれます。 

「急性心筋梗塞」については、2040 年の入院医療需要は 2025年と比較して、0.97 倍と

やや減少傾向で推移することが見込まれます。 

   

○「大腿骨頸部骨折」については、2040 年の入院医療需要は 2025 年と比較して 1.27 倍

と増加することが見込まれます。また、「肺炎」「脳卒中」については、2035 年の入院医療

需要は 2025 年と比較して 1.15倍、1.10 倍と増加し、以降は減少することが見込まれま

す。 

 

○診療機能別にみると、「救急医療」における「救急搬送」および「休日夜間救急搬送」の件数

については、2035年の件数は 2025年と比較して、1.15 倍、1.04 倍と増加し、その後

は減少することが見込まれます。 

 

○「回復期」における「地域包括ケア」や「回復期リハビリテーション」の入院機能について

は、2035 年の入院医療需要は 2025年と比較して、1.27 倍、1.14 倍と増加し、その後

は減少することが見込まれます。 

   

○「小児医療」「周産期医療」については、2040 年の入院医療需要は 2025 年と比較して、

0.84 倍、0.91 倍と減少することが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

1.00 

1.12 

1.15 
1.14 

1.04 1.04 
1.01 

0.94 0.94 

0.91 

0.89 
0.87 

0.84 

1.20 

1.27 1.26 

1.13 

1.14 
1.11 

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

2025 2030 2035 2040

倍

年

休日夜間救急搬送

地域包括ケア

回復期リハ

小児

救急搬送

周産期

図表 9-6-20 疾病別の入院医療需要の見込み 

（2025 年を 1.0 とした場合） 

図表 9-6-21 診療機能別の入院医療需要の見込み 

（2025 年を 1.0 とした場合） 

出典 

2025 年：「患者調査」 

2030 年以降：国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口（2023 年推計）」 
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【在宅医療等の需要】 

    

 

 

 

 

  

今後、需要推計を行い、追記 



 

 

第２項 これまでの地域医療構想の取組           

１．病床機能の分化・連携 

○2025 年度の病床機能報告では、54 施設が報告対象であり、報告の結果、高度急性期が

1,856 床、急性期（重症急性期等注 1）が 1,353 床、回復期（地域急性期と回復期報告病床

を合わせた病床）が 2,020 床、慢性期が 3,703 床となっています。 

 

 
 

 

 

 
 

○2014 年度から、急性期報告病床数は 1,586 床減少し、回復期報告病床数は 539 床増加

する等、病床機能分化が進んでいますが、全病床に占める回復期（地域急性期と回復期報告

病床を合わせた病床）の割合は、2025 年度は 21.9％に留まり、2025 年に必要な割合で

ある 26.0％には達していません。 

 

 

単位：病床数

重症
急性期

急性期
(不明)

地域
急性期

病床数の必要量 2013 861 2,529 1,959 3,947 9,296

病床機能報告 2022 1,664 2,251 1,829 60 362 1,465 3,815 55 25 9,275

病床機能報告 2025 1,856 1,863 1,263 90 510 1,510 3,703 291 10 9,233

病床数の必要量
【既存病床数内】※1

2025 925 2,920 2,400 2,989 9,233

病床数の必要量
【オリジナル】※2

2025 991 3,128 2,571 3,202 9,892

休棟等
未報告
等

合計区分 年度
高度
急性期

急性期 回復期 慢性期

高度急性期, 

10.0%

高度急性期, 

20.1%

高度急性期, 

17.9%

急性期, 31.6%

重症急性期, 

13.7%

重症急性期, 

19.7%

不明, 1.0%不明, 0.6%

地域

急性期,

5.5%

地域急性

期

3.9%

回復期, 26.0%

回復期, 

16.4%

回復期, 

15.8%

慢性期, 32.4%

慢性期, 40.1%

慢性期, 41.1%

休棟等, 3.2%

休棟等, 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2025年度

病床機能報告

2025年

病床数の必要量

2022年度

病床機能報告

図表 9-6-23 病床機能ごとの「病床数の必要量（2013 年、2025 年）」病床数と「病床機能報告」報告病床数の推移 

※1 需要推計で算出した 2025 年の病床数必要量における各機能区分割合を、既存病床数に乗じ算出した病床数 

※2 国から示された算定方法により算出した病床数 

注1 重症急性期等：診療実績の報告がなく、「重症急性期」と「地域急性期」に分類できない急性期報告病床（急性

期（不明））を含みます。 

出典 病床機能報告 

図表 9-6-24 病床機能報告と病床数の必要量の比較（割合） 
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○入院患者の実績値はこれまでの地域医療構想における医療需要の推計値を下回って推移し

ています。 
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図表 9-6-25 病床機能別病床数の推移 

 

 

 

（回復期病床） 

（急性期病床） 

出典 病床機能報告 

図表 9-6-26 地域医療構想における推計値と入院実績の推移 

 

 

 

推計値：2016年地域医療構想策定による推計値、実績値及び病床稼働率：病床機能報告 

 （「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成） 

 



 

 

２．病院機能の見える化 

○地域に必要な医療を持続的に提供していくためには、病院の役割分担による体制づくりを検

討することが重要であるため、独自に病院の分類や機能・役割の見える化を図り、役割に応

じた病床機能分化・連携についての議論を促進してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 9-6-27 病院機能分類の結果（2025 年７月１日現在） 

出典 病院プラン 

※1 回復期（地域）：回復期リハビリテーション病棟入院料以外の入院料を算定している回復期病床 
※2 回復期（リハ）：回復期リハビリテーション病棟入院料を算定している病床 

許可
病床数

医療
機関数 分類不能休棟中慢性期

回復期
（リハ）

回復期
（地域）

急性期
高度

急性期

0 床0 床0 床0 床0 床0 床0 床0 床0特定機能病院

0 床79 床0 床0 床21 床532 床1,372 床2,004 床5急性期病院

0 床130 床692 床207 床433 床833 床521 床2,816 床13
急性期ケアミックス

型病院

0 床0 床0 床0 床135 床0 床0 床135 床3地域急性期病院

0 床0 床1,415 床743 床388 床0 床0 床2,546 床10
後方支援ケアミック

ス型病院

0 床0 床0 床0 床0 床0 床0 床0 床0
回復期リハビリ

病院

0 床0 床1,595 床0 床0 床0 床0 床1,595 床7慢性期病院

0 床0 床0 床0 床0 床0 床0 床0 床0
分類不能

（全床休棟中）

0 床209 床3,702 床950 床977 床1,365 床1,893 床9,096 床38合計

今後更新 

※1 ※2 



 

 

第３項 2040年に向けた課題と取組の方向性          

【入院医療】 

○堺市二次医療圏においては、近畿大学病院の移転により高度急性期医療の受け皿が増加しま

すが、今後増加する高齢者救急需要を支えるために医療機関の連携・役割分担を促進してい

くことが必要です。また、2040 年に向けて、人口構造の変化に伴う医療需要の変化や医療

の担い手確保が課題となることが見込まれており、限られた医療資源のもと、医療需要に対

応していくことが求められます。 

 

○そのため、医療機関機能報告を基に、府独自の分類や診療実態分析により、堺市二次医療圏

における医療機関機能を見える化し、区域で不足する機能等や、医療機関機能に着目した医

療機関の役割分担や連携・再編・集約化、各医療機関機能の確保のあり方について、協議・

検討していきます。加えて、不足する病床機能への転換等、病床機能の分化・連携の推進に

も取り組んでいきます。（⇒第４項、第５項を参照） 

 

【外来医療】 

○医療資源を有効活用し、地域で必要な外来医療の提供体制を確保することが求められており、

かかりつけ医機能を担う医療機関と紹介患者を主に受入れる医療機関との機能分化・連携が

必要です。そのため、紹介受診重点医療機関の選定等を通じ、外来医療機能の見える化・連

携の推進に取り組みます。 

 

○また、時間外の外来診療（休日・夜間急病診療所）、在宅医療（訪問診療）、産業医、学校医

等の地域外来医療等への協力の促進が必要です。そのため、一般診療所の新規開設者等に対

して、地域医療への協力や医療機器の共同利用に関する意向を提出いただくことにより、協

力の啓発を行っていきます。 

 

○さらに、「かかりつけ医機能報告」も活用しながら、地域ごとに外来医療の提供状況を確認

し、必要な取組について検討していきます。 

  

【在宅医療、介護との連携】 

○堺市二次医療圏においては、2040年に向けて医療・介護の複合ニーズを抱えた高齢者が増

加し、在宅医療需要の増加が見込まれるなか、在宅医療の提供量の増加や、介護保険施設・

療養病床を含めた、地域の提供体制の構築が求められています。 



 

 

○そのため、在宅医療に必要な連携を担う拠点（連携の拠点）が中心となり、在宅医療におい

て積極的役割を担う医療機関（積極的医療機関）等とも協力しながら、在宅医療提供体制の

構築に向けた取組を進めます。具体的には、会議等で課題を共有し、積極的医療機関等の在

宅医療等連携機能を担う医療機関が果たすべき役割等について、地域で協議・検討します。

加えて、介護保険施設等における協力医療機関の確保や、「人生会議（ACP）」のさらなる普

及啓発に取り組みます。 

 

○堺市二次医療圏では連携の拠点を中心に市とも連携しながら、ICT 導入による医療・介護の

切れ目ない情報共有や、多職種研修・研究会の開催といった取組を行っており、さらなる取

組推進や横展開が求められます。 

  



 

 

第４項 医療機関機能の確保               

１．2040 年における医療需要、医師確保の状況 

○堺市二次医療圏においては、2035 年頃まで、急性心筋梗塞やがん、脳卒中等、緊急性の高

い救急医療の提供や医療資源を多く要する高度な手術等の医療需要が引き続き見込まれま

す。加えて、大腿骨近位部骨折や肺炎等、高齢者に多く発生する疾患の入院医療需要は 2035

年頃まで増加することが見込まれています。 

 

○全体の医師数は横ばいの状況が続く中、医師の診療科偏在があり、外科においては医師数が

増加することなく横ばいで推移しています。 

 

２．各医療機関機能の確保 

○堺市二次医療圏においては、緊急性の高い救急医療の提供や、高度な手術等の医療資源を多

く要する医療について、休日・夜間も含め、幅広く総合的な医療を提供する「急性期拠点機

能」を地域での協議を踏まえ決定します。 

また、緊急性の高い救急医療や高度な手術等の医療提供については、急性期拠点機能を担う

医療機関のみで対応することは困難であり、「急性期拠点機能」と「準急性期拠点機能」を担

う医療機関が中心となってこれらの医療提供を担う体制の確保を図ります。なお、「準急性期

拠点機能」を報告する医療機関には府独自の分類基準を設けています。 

 

○今後増加する、高齢者をはじめとした救急搬送の受入や早期リハビリテーションの提供等に

ついては、「地域急性期機能」を担う医療機関と「準急性期拠点機能」を担う医療機関が中心

となって、これらの医療提供を担う体制の確保を図ります。 

 

○また、地域の医療資源に応じて在宅医療を支える「在宅医療等連携機能」や、集中的な回復

期リハビリや中長期にわたる入院医療の提供等を担う「専門等機能」について、地域の医療

資源に応じて各機能の確保を図ります。 

 

○なお、「急性期拠点機能」については、2028 年度までに、大阪府堺市保健医療協議会等に

おいて当該機能を担う医療機関について議論し、決定します。「準急性期拠点機能」及び「地

域急性期機能」については、準急性期拠点機能の基準（⇒第６章 参照）を踏まえて各医療機

関が報告します。 

 

地域での協議を踏まえ 

今後検討 



 

 

３．医療機関の役割分担や連携・再編・集約化に向けた協議 

○今後、外科系を中心とした医療の担い手確保が課題となると考えられる中、地域の医療資源

の状況等に応じて、持続可能な急性期医療の提供体制の確保のため、「急性期拠点機能」及び

「準急性期拠点機能」を担う医療機関をはじめとする、医療機関の連携・再編・集約化に向

けた取組が必要です。 

 

○「地域急性期機能」等、その他の機能についても、限られた医療資源のもと医療需要に対応

していくため、医療機関の役割分担を明確化し、地域の状況に応じた連携・再編・集約化を

進めていくことが求められます。 

 

○加えて、高齢者をはじめとした救急搬送の受入や早期リハビリテーションの提供等を担う医

療機関のさらなる確保、急性期拠点機能等を担う医療機関への上り搬送やこれらの医療機関

からの急性期経過後の患者の速やかな下り搬送のための医療機関間の連携強化等に向けた

取組も求められます。 

 

○こうした医療機関の役割分担の明確化や、地域の状況に応じた連携・再編・集約化、各機能

の確保のあり方について、地域での協議を進めます。具体的には、「病院連絡会」や「大阪府

堺市保健医療協議会」等において、2040 年に向けた圏域の将来の医療需要や医師確保等の

医療提供体制の絵姿、主要な疾患領域ごとの医療機関の診療実績等を示し、医療機関機能の

確保や病床機能の分化・連携（⇒本章第５項 参照）に向けた取組について協議・検討を行い、

医療機関の自主的な取組を促進していきます。 

 

  



 

 

第５項 病床機能の分化・連携              

１．病床数の必要量 
○2024 年の医療データを基に国が算出した 2040 年度の病床数の必要量は●●床と見込ま

れています。病床の機能区分ごとの内訳は下表のとおりです。（精査中） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．病床機能の分化・連携に向けた取組 
○堺市二次医療圏においては、●●病床の割合が過剰となり、●●病床の割合が不足する状態

となっています。（Ｐ：今後更新） 

 

○不足する病床機能への転換等、病床機能の分化・連携の推進に向けて、引き続き各医療機関

における病床機能の今後の方向性について、地域での協議を通じて、関係者間で共有・検討

（病院プラン）し、医療機関の自主的な取組を促進していきます。 

 

○なお、病床機能に係る協議においては、各医療機関が担う医療機関機能の確保に資するか、

医療機関間の役割分担に沿っているかといった観点（⇒第４項 参照）からも、地域で必要と

される病床機能について検討します。 

 

図表 9-6-28 病床機能ごとの病床数の必要量 

今後、必要量を推計の上、記載 

今後、必要量を推計の上、記載 
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